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「防災行政概要」の体系整理

追
加

防災活動の流れ
（応急、復旧復
興、予防）

追
加

災害対応の原則

追
加

災害対策の概要

災害対策基本法
の基本理念

15

東日本大震災を
ふまえた災害対
策基本法改正

16

追
加

防災基本計画等
災害対策基本法
に基づく防災基本
計画等

17

追
加

受援計画 受援計画の策定 18

南海トラフ地震に
おける具体的な
応急対策活動に
関する計画の概
要

20

南海トラフ地震に
おける各活動の
想定されるタイム
ライン（イメージ）

21

自然災害の発生
要因　（地震：プ
レート）

8

自然災害の発生
要因　（地震：活
断層）

10

追
加

津波災害
自然災害の発生
要因　（津波）

9

自然災害の発生
要因　（降雨）

6

自然災害の発生
要因　（土石流・
地すべり等）

7

追
加

火山災害
自然災害の発生
要因　（火山噴
火）

11

追
加

リスク評価

緊急輸送ルート
の確保

23 1
主要交通・通信機
能の強化

3
首都の防災性の
向上等

2 建築物の安全化

3
ライフライン施設
等の機能の確保

4
災害応急対策等
への備え

2 事故災害の予防

1 防災知識の普及

2
防災訓練の実施、
指導

3
防災知識の普及、
訓練における要配
慮者等への配慮

1
消防団、自主防災
組織、自主防犯組
織の育成強化

ボランティアとの
連携

31 2
防災ボランティア
活動の環境整備

企業の事業継続
体制の確保

29 3 企業防災の促進

地区防災計画制
度

33 4
住民及び事業者
による地区内の防
災活動の推進

4 災害教訓の伝承 災害教訓の伝承 27

1階層

37
「災害予防対策」
のまとめ

災害予防1

2

78

1
地震に強い国づく
り、まちづくり

3
国民の防災活動
の促進

2
防災知識の普及、
訓練

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ

防災基礎
追
加

追
加

地震災害

普及啓発の取り
組み

26

1
防災思想の普及、
徹底

自助・共助・公助 25

1
災害に強いまちの
形成

3
国民の防災活動
の環境整備

2
災害に強い国土
の形成

2
災害に強いまちづ
くり

災害に強いまち
づくり

24

1
災害に強い国づく
り

国土保全 22

追
加

風水害

19
追
加

南海トラフ地震に
おける具体的な応
急対策活動に関
する計画の内容

追
加

災害発生メカニズ
ム

「自然災害の発生
要因とリスク評
価」　のまとめ

12

追
加

防災計画

追
加

その他計画

南海トラフ地震に
おける具体的な
応急対策活動に
関する計画につ
いて

災害対策基本法
の概要

14
追
加

災害対策基本法
の内容

防災・減災の
フェーズと対策

3

追
加

法律
追
加

災害対策基本法
等

防災行政概要 計画（目） 防災行政概要

追
加

行政における防災
活動

防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要 計画（項）

2階層 3階層 4階層 5階層

資料２-２-２

防災行政概要の

スライド
スライドを基に追加した項目

体系化のベースとした資料

（防災基本計画）
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1階層

防災行政概要 計画（目） 防災行政概要防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要 計画（項）

2階層 3階層 4階層 5階層

1
災害及び防災に
関する研究の推
進

2
災害予知・予測研
究及び観測の充
実・強化等

3
工学的、社会学的
研究の推進

4
防災対策研究の
国際的な情報発
信

5
事故災害における
再発防止対策の
実施

1 警報等の伝達

2
住民等の避難誘
導体制

3
災害未然防止活
動

1
情報の収集・連絡
体制の整備

洪水ハザードマッ
プ

35 2 情報の分析整理

3 通信手段の確保

4 職員の体制

関係機関との連
携・協定

30 5
防災関係機関相
互の連携体制

6
都道府県等と自衛
隊との連携体制

地方公共団体の
業務継続体制の
確保

28 7
公的機関等の業
務継続性の確保

8
防災中枢機能等
の確保、充実

1 災害の拡大防止

2 二次災害防止

3 応急復旧活動

4
複合災害対策関
係

1
救助・救急活動関
係

2 医療活動関係

3 消火活動関係

6
緊急輸送活動関
係

1 避難誘導

2
指定緊急避難場
所

3 指定避難所

要配慮者の避難
支援体制づくり

32 4
避難行動要支援
者名簿

5 応急仮設住宅等

6 帰宅困難者対策

7
被災者等への的
確な情報伝達活
動関係

8
物資の調達、供給
活動関係

9
海外等からの支
援の受入活動関
係

1
国における防災訓
練の実施

2
地方における防災
訓練の実施

3
事故災害における
防災訓練の実施

4
実践的な訓練の
実施と事後評価

1
各種データの整備
保全

2
罹災証明書の発
行体制の整備

3 復興対策の研究

6

迅速かつ円滑な
災害応急対策、災
害復旧・復興への
備え

1 37

防災訓練の実施
／計画の継続的
な改善

36

避難所運営体制
整備

34

7
避難の受入れ及
び情報提供活動
関係

4
災害及び防災に
関する研究及び観
測等の推進

5
救助・救急、医療
及び消火活動関
係

3
災害の拡大・二次
災害防止及び応
急復旧活動関係

11
災害復旧・復興へ
の備え

10
防災関係機関等
の防災訓練の実
施

2

78

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ

「災害予防対策」
のまとめ
（つづき）

災害予防
（つづき）

2
情報の収集・連絡
及び応急体制の
整備関係

1
災害発生直前対
策関係
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1階層

防災行政概要 計画（目） 防災行政概要防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要 計画（項）

2階層 3階層 4階層 5階層

気象庁が発表す
る主な防災気象
情報

39

河川の防災情報
発令

40

避難勧告等の判
断・伝達マニュア
ル作成ガイドライ
ン

43

避難にあたって考
慮すべき３種類の
情報

41

避難行動　（安全
確保行動）　の考
え方

42

3
関係省庁災害警
戒会議の開催

4
災害未然防止活
動

追
加

応急対策に係る
法律

追
加

災害救助法
災害救助法の概
要

64

1
被害規模の早期
把握のための活
動

2
事故情報等の連
絡

3
災害発生直後の
被害の第一次情
報等の収集・連絡

4
一般被害情報等
の収集・連絡

5
応急対策活動情
報の連絡

2 通信手段の確保

3
地方公共団体の
活動体制

都道府県の災害
対応組織体制
（例）

50

4
事故災害における
事業者の活動体
制

災害時における
職員の派遣・応援

52

広域的支援部隊
による応援

53

1
内閣官房、指定行
政機関、公共機関
の活動体制

2
関係省庁災害対
策会議の開催等

3
緊急参集チーム
の参集及び関係
閣僚協議の実施

4
非常災害対策本
部の設置と活動体
制

5
緊急災害対策本
部の設置と活動体
制

6

災害緊急事態の
布告及び緊急災
害対策本部の設
置等

7

非常本部等の調
査団等の派遣、現
地対策本部の設
置

8
自衛隊の災害派
遣

広域的支援部隊
による応援

53
再掲

1
災害の拡大防止と
二次災害の防止
活動

二次災害の防止 60

1
施設・設備の応急
復旧活動

2
ライフライン施設
に関する非常本部
等の関与

3
住宅の応急復旧
活動

3
複合災害発生時
の体制

48、49
政府対策本部等
の設置

災害情報の収集・
連絡

51

5
広域的な応援体
制

70

2
発災直後の情報
の収集・連絡及び
活動体制の確立

1
災害情報の収集・
連絡

6
国における活動体
制

2
施設・設備等の応
急復旧活動

災害発生時にお
ける政府の初動
対応

47

3

災害の拡大・二次
災害・複合災害の
防止及び応急復
旧活動

1 警報等の伝達

2
災害応急
対策

「直前対策」 のま
とめ

「災害応急対策」
のまとめ

2

78

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ

2
住民等の避難誘
導

44 1
災害発生直前の
対策
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1階層

防災行政概要 計画（目） 防災行政概要防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要 計画（項）

2階層 3階層 4階層 5階層

1
住民及び自主防
災組織の役割

2
被災地方公共団
体による救助・救
急活動

3

被災地域外の地
方公共団体及び
国の各機関による
救助・救急活動

広域的支援部隊
による応援

53
再掲

4
事故災害における
事業者による救
助・救急活動

5
資機材等の調達
等

6
部隊間の活動調
整

7 部隊の活動支援

災害拠点病院 59 1
被災地域内の医
療機関による医療
活動

ＤＭＡＴ（災害派遣
医療チーム）

57 2

被災地域外から
の災害派遣医療
チーム（ＤＭＡＴ）
等の派遣

広域災害緊急医
療情報システム
（ＥＭＩＳ）

56 3
被災地域外での
医療活動

広域医療搬送 58 4
広域後方医療施
設への傷病者の
搬送

5
被災者の心のケ
ア対策

1
地方公共団体等
による消火活動

2
被災地域外の地
方公共団体による
応援

広域的支援部隊
による応援

53
再掲

4 惨事ストレス対策

1
輸送に当たっての
配慮事項

2 輸送対象の想定

1
非常本部等による
調整等

2 道路交通規制等

3 道路啓開等

道路交通の確保
のための災害対
策基本法の改正
（H26.11.21 公布
施行）

61

4
航路等の障害物
除去等

5
港湾及び漁港の
応急復旧等

6
海上交通の整理
等

7
空港等の応急復
旧等

8
航空機の運用調
整等

9 鉄道交通の確保

10
広域物資輸送拠
点の確保

3 緊急輸送

4
緊急輸送のため
の燃料の確保

1 避難誘導の実施

2
指定緊急避難場
所

1
指定避難所の開
設

2
避難所の運営管
理等

住まいの視点か
らみた災害救助
法の救助

65 1
被災都道府県に
よる応急仮設住宅
の提供

2
応急仮設住宅に
必要な資機材の
調達

3
応急仮設住宅の
運営管理

5 広域一時滞在

6
要配慮者への配
慮

7 帰宅困難者対策

大規模地震の発
生に伴う帰宅困
難者対策のガイド
ライン （平成27年
３月）

54

2

78

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ

災害応急
対策
（つづき）

2
「災害応急対策」
のまとめ
（つづき）

70

6

5

4

53
再掲

広域的支援部隊
による応援

2 交通の確保

避難の受入れ及
び情報提供活動

4 応急仮設住宅等

応急仮設住宅の
提供

66

3 指定避難所 避難所設置運営 63

緊急輸送のため
の交通の確保・緊
急輸送活動

1
交通の確保・緊急
輸送活動の基本
方針

2 医療活動

1 救助・救急活動

3 消火活動

救助・救急、医療
及び消火活動



5/18

1階層

防災行政概要 計画（目） 防災行政概要防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要 計画（項）

2階層 3階層 4階層 5階層

1
被災者への情報
伝達活動

2
国民への的確な
情報の伝達

3
住民等からの問
合せに対する対応

4
海外への情報発
信

1
非常本部等による
調整等

2
地方公共団体に
よる物資の調達、
供給

3
国による物資の調
達、供給

4
運送事業者である
公共機関の活動

1 保健衛生

2 防疫活動

3 遺体対策

1 社会秩序の維持

2
物価の安定、物資
の安定供給

10
応急の教育に関
する活動

1
ボランティアの受
入れ

1
義援物資の受入
れ

2 義援金の受入れ

3
海外等からの支
援の受入れ

追
加

復旧復興に係る
法律

追
加

激甚災害制度 激甚災害制度 73

1
地域の復旧・復興
の基本方向の決
定

1
被災施設の復旧
等

2
災害廃棄物の処
理

災害等廃棄物処
理

72

1 復興計画の作成

2 防災まちづくり

追
加

被災者台帳
被災者台帳の整
備について

67

追
加

罹災証明書 罹災証明書 74

追
加

生活再建等の支
援

生活再建等の支
援

75

1
被災中小企業の
復興支援

2
その他経済復興
支援

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ

2

78

5

3
復旧・復
興

「復旧復興」 のま
とめ

77

2
災害応急
対策
（つづき）

9

4

8

6

「災害応急対策」
のまとめ
（つづき）

70

避難の受入れ及
び情報提供活動
（つづき）

76

2
国民等からの義
援物資、義援金の
受入れ

被災中小企業の
復興その他経済
復興の支援

社会秩序の維持、
物価の安定等に
関する活動

被災者等の生活
再建等の支援

3
計画的復興の進
め方

復興まちづくり

2
迅速な原状復旧
の進め方

11
自発的支援の受
入れ

保健衛生、防疫、
遺体対策に関する
活動

7
物資の調達、供給
活動

物資の調達、供
給活動

68

8
被災者等への的
確な情報伝達活
動

災害広報 69
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研修の「学習目標」の体系整理

1階層

学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 学習目標

追
加

防災活動の流れ
（応急、復旧復
興、予防）

・防災活動全体の流れについて説明
できる。

追
加

災害対応の原則

追
加

防災活動の概要
・防災活動の概要について説明でき
る。

追
加

法律

・防災活動に関連
する法令の概要
を説明できる。
・防災活動に関連
する法令の概要
を説明できる。

追
加

災害対策基本法
等

追
加

災害対策基本法
の内容

追
加

防災基本計画等

追
加

受援計画

追
加

その他計画
追
加

南海トラフ地震に
おける具体的な応
急対策活動に関
する計画の内容

追
加

地震災害

追
加

津波災害

追
加

風水害
・風水害（洪水、土砂災害、高潮、竜
巻）のメカニズムとその被害、及び対
策について説明できる。

追
加

火山災害
・火山災害のメカニズムとその被害、
及び対策について説明できる。

追
加

リスク評価

1
主要交通・通信機
能の強化

2
災害に強い国土
の形成

3
首都の防災性の
向上等

1
災害に強いまちの
形成

2 建築物の安全化

3
ライフライン施設
等の機能の確保

4
災害応急対策等
への備え

2 事故災害の予防

1
防災思想の普及、
徹底

1 防災知識の普及

・防災についての住民啓発の方法を
説明できる。
・防災教育の方法と取り組み事例を
説明できる。

2
防災訓練の実施、
指導

3
防災知識の普及、
訓練における要配
慮者等への配慮

1
消防団、自主防災
組織、自主防犯組
織の育成強化

・自主防災活動の実態と促進策を説
明できる。

2
防災ボランティア
活動の環境整備

・災害ボランティアとの連携について
説明できる。
・企業や市民団体の自発的な防災
協力について説明できる。

3 企業防災の促進

・企業が災害時に果たすべき役割に
ついて説明できる
・企業と行政が連携した防災活動に
ついて説明できる。

4
住民及び事業者
による地区内の防
災活動の推進

・地区防災計画の概要と意義を説明
できる。

4 災害教訓の伝承
・災害教訓の伝承の方法について説
明できる。

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。

災害予防1

・防災計画の概要
について説明でき
る。

3
国民の防災活動
の環境整備

・自助、共助の取
組を説明できる
・自助・共助・公助
による減災対策
の概要を説明で
きる。

国民の防災活動
の促進

2
防災知識の普及、
訓練

3

2
災害に強いまちづ
くり

1
災害に強い国づく
り

1
地震に強い国づく
り、まちづくり

・国の各省庁が行
う減災対策の概
要について説明
できる。
・国の各省庁が行
う減災対策の最
新の動向につい
て説明できる。

2階層 3階層 4階層 5階層

・地震と津波災害のメカニズムとそ
の被害、及び対策について説明でき
る。

追
加

災害発生メカニズ
ム

・地域の災害特性
について説明でき
る。

追
加

防災計画

計画（目）

追
加

防災基礎

追
加

行政における防災
活動

計画（章） 計画（節） 計画（項）

資料２-２-３

青字：地域別総合防災研修の学習目標

赤字：有明の丘研修の学習目標
スライドを基に追加した項目 研修の学習目標を基に追加

体系化のベースとした資料

（防災基本計画）
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1階層

学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 学習目標

2階層 3階層 4階層 5階層

計画（目）計画（章） 計画（節） 計画（項）

1
災害及び防災に
関する研究の推
進

2
災害予知・予測研
究及び観測の充
実・強化等

3
工学的、社会学的
研究の推進

4
防災対策研究の
国際的な情報発
信

5
事故災害における
再発防止対策の
実施

1 警報等の伝達

2
住民等の避難誘
導体制

3
災害未然防止活
動

1
情報の収集・連絡
体制の整備

2 情報の分析整理
・地域の災害リスク、被害想定の方
法、ハザードマップの活用手法を説
明できる。（再掲）

3 通信手段の確保

4 職員の体制

5
防災関係機関相
互の連携体制

6
都道府県等と自衛
隊との連携体制

7
公的機関等の業
務継続性の確保

・行政のBCMの意味を説明できる
・行政のBCP策定のポイントを説明
できる

8
防災中枢機能等
の確保、充実

1 災害の拡大防止

2 二次災害防止

3 応急復旧活動

4
複合災害対策関
係

1
救助・救急活動関
係

2 医療活動関係

3 消火活動関係

6
緊急輸送活動関
係

・今後の災害時に、交通確保・緊急
輸送路の確保を円滑に行うための
備えを説明できる。

1 避難誘導

2
指定緊急避難場
所

3 指定避難所

4
避難行動要支援
者名簿

5 応急仮設住宅等

6 帰宅困難者対策

7
被災者等への的
確な情報伝達活
動関係

追
加

調達
・緊急物資を民間企業・団体から円
滑に調達するための備えを説明でき
る。

追
加

輸配送
・緊急物資の輸配送を円滑に行うた
めの事前の備えを説明できる。

9
海外等からの支
援の受入活動関
係

1
国における防災訓
練の実施

2
地方における防災
訓練の実施

3
事故災害における
防災訓練の実施

4
実践的な訓練の
実施と事後評価

1
各種データの整備
保全

2
罹災証明書の発
行体制の整備

3 復興対策の研究

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

1
災害予防
（つづき）

6

迅速かつ円滑な
災害応急対策、災
害復旧・復興への
備え
（つづき）

情報の収集・連絡
及び応急体制の
整備関係

・災害対応や防災に関する訓練や演
習の企画の考え方を説明できる。
・災害対応や防災に関する訓練や演
習の手法を説明できる。
・実際に行われている防災訓練の概
要や事例を説明できる。

11
災害復旧・復興へ
の備え

・復旧復興のために事前に取り組む
ことについて説明できる。

10
防災関係機関等
の防災訓練の実
施

・災害対応や防災に関する訓練や演
習の位置づけを説明できる。

・避難場所・避難所の種類と内容に
ついて説明できる。
・避難場所・避難所の認定の方法に
ついて説明できる。

7
避難の受入れ及
び情報提供活動
関係

8
物資の調達、供給
活動関係

1
災害発生直前対
策関係

4
災害及び防災に
関する研究及び観
測等の推進

6

迅速かつ円滑な
災害応急対策、災
害復旧・復興への
備え

5
救助・救急、医療
及び消火活動関
係

3
災害の拡大・二次
災害防止及び応
急復旧活動関係

2
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1階層

学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 学習目標

2階層 3階層 4階層 5階層

計画（目）計画（章） 計画（節） 計画（項）

追
加

警報等の種類
・注意報と警報、特別警報の意義付
けと意味について説明できる。

追
加

警報等の入手・伝
達方法と手段

・警報等の入手・伝達の方法と手段
について説明できる。

追
加

避難勧告等の判
断

追
加

避難勧告等の情
報伝達

・避難勧告等を住民に伝達し、周知
するための伝達方法について説明
できる。

追
加

警報と避難の実務

・土砂災害における警報と避難の実
務について説明できる。
・風水害における警報と避難の実務
について説明できる。

3
関係省庁災害警
戒会議の開催

4
災害未然防止活
動

追
加

応急対策に係る
法律

追
加

災害救助法

・災害時における被災者支援の一つ
である災害救助法の概要を説明でき
る。
・法律の主旨を説明できる。

追
加

災害救助法の運
用

・対象範囲を説明できる。
・適用条件を説明できる。
・災害救助の種類と手続きの概要を
説明できる。

1
被害規模の早期
把握のための活
動

2
事故情報等の連
絡

3
災害発生直後の
被害の第一次情
報等の収集・連絡

4
一般被害情報等
の収集・連絡

5
応急対策活動情
報の連絡

2 通信手段の確保

3
地方公共団体の
活動体制

4
事故災害における
事業者の活動体
制

追
加

自治体間の広域
応援

・自治体間の応援受援を円滑に行う
ための留意点を説明できる。

追
加

国・行政機関によ
る広域的応援

・行政機関の間で行われる広域的な
応援受援の仕組みを説明できる。
・大規模広域災害時の国による広域
的な応援体制を説明できる。

1
内閣官房、指定行
政機関、公共機関
の活動体制

2
関係省庁災害対
策会議の開催等

3
緊急参集チーム
の参集及び関係
閣僚協議の実施

4
非常災害対策本
部の設置と活動体
制

5
緊急災害対策本
部の設置と活動体
制

6

災害緊急事態の
布告及び緊急災
害対策本部の設
置等

7

非常本部等の調
査団等の派遣、現
地対策本部の設
置

8
自衛隊の災害派
遣

・自衛隊の災害派遣における任務の
概要を説明できる。
・自衛隊の災害派遣における被災者
支援活動の実態を説明できる。
・災害対応に関する自衛隊と多機関
との連携の取組の例を挙げられる。

1
災害の拡大防止と
二次災害の防止
活動

1
施設・設備の応急
復旧活動

2
ライフライン施設
に関する非常本部
等の関与

3
住宅の応急復旧
活動

3
複合災害発生時
の体制

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

2
災害応急
対策

施設・設備等の応
急復旧活動

3

災害の拡大・二次
災害・複合災害の
防止及び応急復
旧活動

5
広域的な応援体
制

・広域応援の実施の流れについて説
明できる。

2
発災直後の情報
の収集・連絡及び
活動体制の確立

1
災害情報の収集・
連絡

6
国における活動体
制

2

1 警報等の伝達

2
住民等の避難誘
導

・避難準備情報や避難勧告等の判
断に必要な考え方を説明できる。
・住民等の避難行動の考え方につい
て説明できる

1
災害発生直前の
対策

・警報等の伝達及
び避難勧告等の
判断・伝達の流れ
について説明でき
る。
・警報等の伝達及
び避難勧告等の
判断・伝達の流れ
について説明でき
る。
・警報等の伝達及
び避難誘導の目
的、実施主体と役
割について説明
できる。
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1階層

学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 学習目標

2階層 3階層 4階層 5階層

計画（目）計画（章） 計画（節） 計画（項）

1
住民及び自主防
災組織の役割

2
被災地方公共団
体による救助・救
急活動

3

被災地域外の地
方公共団体及び
国の各機関による
救助・救急活動

4
事故災害における
事業者による救
助・救急活動

5
資機材等の調達
等

6
部隊間の活動調
整

7 部隊の活動支援

1
被災地域内の医
療機関による医療
活動

・救護所における被災者支援を説明
できる。
・避難所における被災者支援（医療
救護）を説明できる。

2

被災地域外から
の災害派遣医療
チーム（ＤＭＡＴ）
等の派遣

・DMATによる被災者支援を説明で
きる。

3
被災地域外での
医療活動

4
広域後方医療施
設への傷病者の
搬送

5
被災者の心のケ
ア対策

・こころのケアを説明できる。

1
地方公共団体等
による消火活動

2
被災地域外の地
方公共団体による
応援

4 惨事ストレス対策

1
輸送に当たっての
配慮事項

2 輸送対象の想定

1
非常本部等による
調整等

2 道路交通規制等

3 道路啓開等

4
航路等の障害物
除去等

5
港湾及び漁港の
応急復旧等

6
海上交通の整理
等

7
空港等の応急復
旧等

8
航空機の運用調
整等

9 鉄道交通の確保

10
広域物資輸送拠
点の確保

追
加

緊急輸送路の確
保

・災害発生時の緊急輸送路の確保
の実態について説明できる。

追
加

緊急通行車両等
の申請

・緊急通行車両等の申請手続につ
いて説明できる。

4
緊急輸送のため
の燃料の確保

1 避難誘導の実施

2
指定緊急避難場
所

1
指定避難所の開
設

・福祉避難所／避難スペースを説明
できる

2
避難所の運営管
理等

・衣食住に係る支援を説明できる
・医職趣に係る支援を説明できる
・避難後の孤立解消の実際を説明で
きる。

追
加

医療・福祉・教育
施設における避難

・医療・福祉・教育施設における避難
を説明できる

追
加

・医療・福祉・教育
施設

・旅館・ホテルにおける避難を説明で
きる

追
加

在宅避難に必要
な支援

・在宅避難に必要な支援を説明でき
る

追
加

在宅避難に必要
な支援

・医療・保健・福祉資源による支援を
説明できる

1
被災都道府県に
よる応急仮設住宅
の提供

2
応急仮設住宅に
必要な資機材の
調達

2
災害応急
対策
（つづき）

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

6
避難の受入れ及
び情報提供活動

5
緊急輸送のため
の交通の確保・緊
急輸送活動

・交通確保と物資
物流の概要を説
明できる。

4
救助・救急、医療
及び消火活動

4 応急仮設住宅等

・用地確保から仮設住宅確保までを
説明できる
・住居確保、入居、解消までを説明
できる
・施設における緊急的な入所を説明
できる

追
加

避難所以外の避
難生活

・避難所／避難場所にそなえるべき
機能を説明できる。

3 指定避難所

・災害発生時の道路、海上、鉄道な
どの交通確保の実態について説明
できる。
・交通確保のための国と被災地方公
共団体の役割について説明できる。

3 緊急輸送

2 交通の確保
・交通確保対策の概要について説明
できる。

1
交通の確保・緊急
輸送活動の基本
方針

2 医療活動
・被災者における医療支援の必要性
を説明できる。

1 救助・救急活動

3 消火活動
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1階層

学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 学習目標

2階層 3階層 4階層 5階層

計画（目）計画（章） 計画（節） 計画（項）

3
応急仮設住宅の
運営管理

・入居受付から仮設住宅解消までを
説明できる
・血縁、社会縁における仮住まいを
説明できる
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1階層

学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 学習目標

2階層 3階層 4階層 5階層

計画（目）計画（章） 計画（節） 計画（項）

5 広域一時滞在 ・広域避難の実際を説明できる

6
要配慮者への配
慮

・障がい者の避難実態を説明できる

7 帰宅困難者対策 ・帰宅困難者対策を説明できる

追
加

被災者支援

・被災者支援の業務の流れを説明で
きる
・被災者支援において果たすべき機
能を説明できる
・被災者支援の担い手について説明
できる
・被災者支援の場について説明でき
る

追
加

多様な主体による
被災者支援

・自衛隊による被災者支援を説明で
きる
・警察による被災者支援を説明でき
る
・消防団、民生・児童委員による被
災者支援を説明できる
・ボランティアによる被災者支援を説
明できる
・災害時要援護者支援を説明できる

1
被災者への情報
伝達活動

2
国民への的確な
情報の伝達

3
住民等からの問
合せに対する対応

4
海外への情報発
信

1
非常本部等による
調整等

2
地方公共団体に
よる物資の調達、
供給

3
国による物資の調
達、供給

4
運送事業者である
公共機関の活動

1 保健衛生

2 防疫活動

3 遺体対策 ・遺体処理の実際を説明できる

1 社会秩序の維持

2
物価の安定、物資
の安定供給

10
応急の教育に関
する活動

1
ボランティアの受
入れ

1
義援物資の受入
れ

2 義援金の受入れ

3
海外等からの支
援の受入れ

追
加

生活再建支援法 ・法律の主旨を説明できる
追
加

生活再建支援法
の運用

・対象範囲を説明できる
・適用条件を説明できる
・生活再建支援の種類と手続きの概
要を説明できる

追
加

激甚災害制度

1
地域の復旧・復興
の基本方向の決
定

追
加

被災施設・設備の
復旧

・被災施設・設備や社会基盤の復興
の概要について説明できる。

追
加

・社会資本の災害
復旧

・社会資本の災害復旧の概要を説
明できる。

2
災害廃棄物の処
理

・災害発生後の災害廃棄物処理の
意義を説明できる。
・災害発生後の災害廃棄物処理業
務の概要を説明できる。

追
加

災害廃棄物の処
理の実務

・被災者に配慮した瓦礫への対応に
ついて学ぶ。

1 復興計画の作成
・復興基本計画の策定プロセスとそ
の意義を説明できる。

追
加

復興計画の策定
・過去の災害における復興計画の策
定とまちづくりの事例を説明できる。

2 防災まちづくり
・復興まちづくり計画策定とその進め
方を説明できる。

追
加

防災のまちづくり
の進め方

・過去の災害における復興計画の策
定とまちづくりの事例を説明できる。
（再掲）
・過去の災害における復興期の課題
を体系的に説明できる。
・復旧復興のモニタリングの重要性
について説明できる。

追
加

被災者台帳

追
加

罹災証明書

追
加

生活再建等の支
援

・被災者個人の住まい再建と災害復
興公営住宅など住宅再建計画の概
要について説明できる。
・被災者個人の生活再建とその支援
の概要について説明できる。
・ライフサポートアドバイザーやコミュ
ニティ支援の意義について説明でき
る。

追
加

生活再建等の支
援の実務

・生活再建の実際を説明できる

1
被災中小企業の
復興支援

・災害発生後における地域産業と経
済の動向と課題を説明できる。
・災害発生後における地域産業の復
興支援及び被災者の雇用支援の概
要を説明できる。

追
加

過去の経済復興
支援事例

・過去の災害における経済復興支援
の事例を説明できる。

2
その他経済復興
支援

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

・復旧・復興対策
の概要を説明で
きる。
・復旧・復興期の
プロセスを説明で
きる。
・復旧・復興期に
おける地方自治
体の役割を説明
できる。
（つづき）

3
復旧・復
興
（つづき）

3
復旧・復
興

・復旧・復興対策
の概要を説明で
きる。
・復旧・復興期の
プロセスを説明で
きる。
・復旧・復興期に
おける地方自治
体の役割を説明
できる。

2
災害応急
対策
（つづき）

5
被災中小企業の
復興その他経済
復興の支援

6
避難の受入れ及
び情報提供活動
（つづき）

4
被災者等の生活
再建等の支援

・生活再建支援の
全体像について
説明できる

3
計画的復興の進
め方

9
社会秩序の維持、
物価の安定等に
関する活動

1
被災施設の復旧
等

・生活や地域機能を応急復旧するた
めの施策の概要を説明できる。

2
迅速な原状復旧
の進め方

・義捐物資や義捐金の受け入れの
留意点を説明できる。

追
加

復旧復興に係る
法律

2
国民等からの義
援物資、義援金の
受入れ

11
自発的支援の受
入れ

・緊急物資の民間企業・団体からの
調達の実態について説明できる。
・緊急物資を民間企業・団体から円
滑に調達するための留意点を説明
できる。
・緊急物資の輸配送の実態について
説明できる。
・緊急物資の輸配送を民間企業・団
体と連携して行う際の留意点を説明
できる。

8
保健衛生、防疫、
遺体対策に関する
活動

追
加

物資の調達、供給
（輸配送）

7
物資の調達、供給
活動

・交通確保と物資
物流の概要を説
明できる。　【再
掲】

8
被災者等への的
確な情報伝達活
動

・情報提供に係る支援を説明できる
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「研修内容の体系的整理(案)」（資料2-4-2）の結果を踏まえた今後の対応

（１）　「体系的整理」の内容の見直し

№ 見直しの方向 № 見直しの方向

①

学習目標を設定す
る

⑤

各階層の内容の精粗
を統一する

計画の項目を残すか
どうか検討する

②

計画の項目や構造化表の大項目はあるが、構造化表の小項目や研修資
料がない

構造化表の小項目
を設定すべきか検
討する

階層毎でみたときに、学習目標や項目の内容の精粗（レベル）が統一さ
れていない

計画の項目や構造化表の項目、防災行政概要のスライドや研修資料は
あるが、学習目標がない

明らかになったこと 明らかになったこと

③

④

計画の項目はあるが、構造化表の項目、研修資料、防災行政概要のス
ライドがない

計画の項目や構造化表の項目、研修資料はあるが、防災行政概要のス
ライドがない

スライドを作成する

資料２-４-1 
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（２）　「研修指導要領」の作成

＜今後の進め方（案）＞

今年度は、コーディネーターのいる３コース （①防災基礎、②減災対策、④警報避難） で、以下の内容を実施する。

① 「研修内容の体系的整理（案）」 の内容を見直す。

② ①の成果について、コーディネーターに確認をいただき、必要に応じて修正する。

③ ②の成果を基に 「研修指導要領」 を作成する。

④ ②の成果を基に 「標準テキスト」 を作成する。

コースの 「目的」

コースの 「目標」

コースの 「内容」

研修全体の 「目的、目標」

学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 構造化表（大項目） 学習目標 構造化表（小項目） 研修資料

緊急輸送ルートの
確保

23 1
主要交通・通信機
能の強化

・耐震補強　道路橋梁、鉄道、建築物の耐震化等　【国土交通省】
・災害に備えた道路ネットワーク　【国土交通省】
・鉄道、港湾の耐震対策、下水道の耐震化、液状化対策【国土交通省】
・電話、携帯電話の災害時通信確保対策【総務省】

-

・津波対策　　【国土交通省】

2限目
20～29、

31、
33～35

・水害対策、土砂災害対策　【国土交通省】 -

3
首都の防災性の向
上等

・津波対策　　【国土交通省】　(再掲)

2限目
20～29、

31、
33～35

・水害対策、土砂災害対策　【国土交通省】（再掲） -

各省庁の減災対策（再
掲）

・学校の耐震化、防災対策【文部科学省】
・病院の耐震化、防災対策、上水道の耐震化【厚生労働省】

-

・公共建築物・設備等の耐震化の方法、取組事例
・民間建築物・設備等の耐震化の方法、促進のための取組事例

2限目
4～9

・耐震化促進制度の整備
・耐震改修に対する補助
・税制などの活用による耐震化の促進
・公共施設の耐震化
・地震保険の活用推進

-

・石油コンビナート施設の被害防止　【経済産業省】
・病院の耐震化、防災対策、上水道の耐震化【厚生労働省】（再掲）

-

・都市ガスの耐震化【経済産業省】
2限目

17

・鉄道、港湾の耐震対策、下水道の耐震化、液状化対策【国土交通省】（再掲）
・電話、携帯電話の災害時通信確保対策【総務省】（再掲）

-

4
災害応急対策等へ
の備え

2 事故災害の予防

「自助・共助・公助」の考
え方

・公助の限界
・自助、共助による取り組みの重要性

1限目
32～39

・防災思想　（自助の重要性、備え等）
7限目
3～9

  



災害予防
（つづき）

37
「災害予防対策」
のまとめ
（つづき）

26
普及啓発の取り組
み

防災・危機管理
の基本的な考え
方を説明でき
る。
防災・危機管理
の基本的な考え
方を説明でき
る。
（つづき）

時間経過に応じた
災害対応
（つづき）

2 1

3
国民の防災活動の
促進

・自助、共助の取組
を説明できる
・自助・共助・公助 自助・共助・公助

防災思想の普及、
徹底

125

耐震補強

各省庁の減災対策　（再
掲）

3
ライフライン施設等
の機能の確保

災害に強いまちの
形成

2 建築物の安全化

2
災害に強いまちづく
り

災害に強いまちづく
り

24

各省庁の減災対策　（再
掲）

1

各省庁の減災対策
国土保全 22 2

災害に強い国土の
形成

地震に強い国づく
り、まちづくり

・国の各省庁が行う
減災対策の概要に
ついて説明できる。
・国の各省庁が行う
減災対策の最新の
動向について説明
できる。

1 災害に強い国づくり

1

計画（項） 防災行政概要 計画（目） 防災行政概要

1階層 2階層 3階層 4階層 5階層 (目)

防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要

１階層 ２階層 ３階層 ４階層 ５階層
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研修内容の体系的整理（案）

学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 構造化表（大項目） 学習目標 構造化表（小項目） 研修資料

追
加

防災活動の流れ
（応急、復旧復
興、予防）

・防災活動全体
の流れについて
説明できる。

追
加

災害対応の原則

追
加

防災活動の概要
・防災活動の概
要について説明
できる。

災害対策基本法
の基本理念

15

東日本大震災を
ふまえた災害対
策基本法改正

16

追
加

防災基本計画等
災害対策基本法
に基づく防災基
本計画等

17

追
加

受援計画 受援計画の策定 18

南海トラフ地震に
おける具体的な
応急対策活動に
関する計画の概
要

20

南海トラフ地震に
おける各活動の
想定されるタイム
ライン（イメージ）

21

自然災害の発生
要因　（地震：プ
レート）

8

自然災害の発生
要因　（地震：活
断層）

10

追
加

津波災害
自然災害の発生
要因　（津波）

9

自然災害の発生
要因　（降雨）

6

自然災害の発生
要因　（土石流・
地すべり等）

7

追
加

火山災害

・火山災害のメカ
ニズムとその被
害、及び対策に
ついて説明でき
る。

自然災害の発生
要因　（火山噴
火）

11

追
加

リスク評価

追
加 災害予防対策

「災害予防」に関する
災害対策基本法の規
定

・災害対策基本法
　→第四十六条　災害予防及びその実施責任
　→第四十七条　防災に関する組織の整備義務
　→第四十七条の二　防災教育の実施
　→第四十八条　防災訓練義務
　→第四十九条　防災に必要な物資及び資材の備蓄等の義務
　→第四十九条の二　円滑な相互応援の実施のために必要な措置
　→第四十九条の三　物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置

1限目
25～30

追
加

地区防災計画
「地区防災計画」に係
る法律

・災害対策基本法
　→第42条　市町村地域防災計画
　→第42条の2　（市町村地域防災計画）

6限目
51

追
加

ボランティアの受
入れ

「ボランティアの受入
れ」に係る法律

・災害対策基本法
　→ 第5条の3　国及び地方公共団体とボランティアとの連携
　→ 第8条　施策における防災上の配慮等

-

追
加

企業防災
「企業防災」に係る法
律

・災害対策基本法
　→指定公共機関の規定一般（86条16、17）

-

追
加

防災思想の普
及、徹底活動

「防災思想の普及、徹
底活動」に係る法律

・災害対策基本法
　→ 第8条　施策における防災上の配慮等
　→第47条の2　防災教育の実施
　→第7条　住民等の責務

-

追
加

BCM 「BCM」に係る法律
・災害対策基本法
　→ 第7条　住民等の責務
　→第49条の2　物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置

9限目
17

追
加

予防対策の基本
的な考え方

追
加

被害想定 被害想定の活用

・被害想定の基本的な考え方
・国の被害想定の理解と解釈
・国の被害想定の活用
・国の被害想定を地域で活用する際の注意点

1限目
4～23

緊急輸送ルート
の確保

23 1
主要交通・通信機
能の強化

・耐震補強　道路橋梁、鉄道、建築物の耐震化等　【国土交通省】
・災害に備えた道路ネットワーク　【国土交通省】
・鉄道、港湾の耐震対策、下水道の耐震化、液状化対策【国土交通省】
・電話、携帯電話の災害時通信確保対策【総務省】

-

・津波対策　　【国土交通省】

2限目
20～29、

31、
33～35

・水害対策、土砂災害対策　【国土交通省】 -

3
首都の防災性の
向上等

・津波対策　　【国土交通省】　(再掲)

2限目
20～29、

31、
33～35

・水害対策、土砂災害対策　【国土交通省】（再掲） -

各省庁の減災対策
（再掲）

・学校の耐震化、防災対策【文部科学省】
・病院の耐震化、防災対策、上水道の耐震化【厚生労働省】

-

・公共建築物・設備等の耐震化の方法、取組事例
・民間建築物・設備等の耐震化の方法、促進のための取組事例

2限目
4～9

・耐震化促進制度の整備
・耐震改修に対する補助
・税制などの活用による耐震化の促進
・公共施設の耐震化
・地震保険の活用推進

-

・石油コンビナート施設の被害防止　【経済産業省】
・病院の耐震化、防災対策、上水道の耐震化【厚生労働省】（再掲）

-

・都市ガスの耐震化【経済産業省】
2限目

17

・鉄道、港湾の耐震対策、下水道の耐震化、液状化対策【国土交通省】（再
掲）
・電話、携帯電話の災害時通信確保対策【総務省】（再掲）

-

4
災害応急対策等
への備え

2 事故災害の予防

「自助・共助・公助」の
考え方

追
加

「自助・共助・公
助」の考え方

・公助の限界
・自助、共助による取り組みの重要性

1限目
32～39

・防災思想　（自助の重要性、備え等）
7限目
3～9

・普及方法、事例
  （行政として実施すべき平均的な防災教育がわかるレベル）

7限目
25、26、
29、30

・防災教育の方法、事例
7限目

31～36、
46、47

・文部科学省が学校教育で正規に実施する防災教育カリキュラムの内容
・防災教育が注目される背景

-

 ・防災教育の必要性
7限目
18～24

・教育機関、民間団体等との連携方法、事例
　（防災に関するテキストやマニュアルの配布、有識者による講演、実地研修
等）

7限目
27、28

・防災教育チャレンジプランの概要と事例紹介
 (「地域における防災教育の実践に関する手引き」のポイントになる箇所)

7限目
38～45

・地域との連携、防災普及啓発訓練行うための留意点
8限目

4、5、56
～59、61

・住民を巻き込む具体的な手法（ＨＵＧ、ＤＩＧ，クロスロード、ワールドカフェ、
街歩き、防災マップ作り等を用いた演習）

8限目
32～55

住民啓発・防災教育
（再掲）

3

防災知識の普
及、訓練における
要配慮者等への
配慮

・防災知識の普及、訓練を実施する際の高齢者、障害者、外国人、乳幼児、
妊産婦等の要配慮者への配慮
・被災時の男女ニーズの違い等、男女双方の視点への配慮

-

行政における防
災活動

追
加

12
「自然災害の発
生要因とリスク評
価」　のまとめ

・地域の災害特
性について説明
できる。

災害発生メカニズ
ムと災害特性

南海トラフ地震に
おける具体的な
応急対策活動に
関する計画の内
容

追
加

防災・減災の
フェーズと対策

3

災害に強い国土
の形成

2

追
加

2

追
加

防災訓練の実
施、指導

2

3

住民啓発・防災教育
（再掲）

1
災害に強いまち
の形成

26

防災基礎
追
加

国民の防災活動
の促進

・自助、共助の取
組を説明できる
・自助・共助・公
助による減災対
策の概要を説明
できる。

自助・共助・公助 25

・防災活動に関
連する法令の概
要を説明できる。
・防災活動に関
連する法令の概
要を説明できる。

・防災計画の概
要について説明
できる。

・国の各省庁が
行う減災対策の
概要について説
明できる。
・国の各省庁が
行う減災対策の
最新の動向につ
いて説明できる。

予防対策に係る
法律

3

追
加

災害対策基本法
等

災害対策基本法
の概要

14

防災思想の普
及、徹底

1

防災知識の普
及、訓練

災害に強いまちづ
くり

普及啓発の取り
組み

2

地震災害
・地震と津波災害
のメカニズムとそ
の被害、及び対
策について説明
できる。

追
加

その他計画
追
加

各省庁の減災対策
（再掲）

1
災害に強い国づく
り

1階層 2階層 3階層 4階層

防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要

地域で防災啓発を行う
ためのワークショップ

住民啓発・防災教育

5階層

計画（項） 防災行政概要 計画（目） 防災行政概要

国土保全
各省庁の減災対策

2

19

南海トラフ地震に
おける具体的な
応急対策活動に
関する計画につ
いて

風水害

・風水害（洪水、
土砂災害、高潮、
竜巻）のメカニズ
ムとその被害、及
び対策について
説明できる。

災害に強いまち
づくり

24

耐震補強

各省庁の減災対策
（再掲）

22

災害対策基本法
の内容

追
加

・防災についての
住民啓発の方法
を説明できる。
・防災教育の方
法と取り組み事
例を説明できる。

防災知識の普及1

ライフライン施設
等の機能の確保

防災思想の普及
方法、事例

建築物の安全化

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

2

78

追
加

法律

追
加

防災計画

1 災害予防
「災害予防対策」
のまとめ

37

追
加

追
加

1
災害に強い国づく
り、まちづくり

青字：地域別総合防災研修の学習目標

赤字：有明の丘研修の学習目標

防災行政概要の

スライド
スライドを基に追加した項目 構造化表の学習内容

構造化表の学習内容を基

に追加した項目
研修の学習目標を基に追加

※「構造化表」の大項目・小項目は、②減災対策コースのみ

体系化のベースとした資料

（防災基本計画）

減災対策コース

1 限目 減災対策総論

2 限目 各省庁の減災対策

3 限目 ボランティア・市民団体

4 限目 企業防災

5 限目 減災対策ワークショップ

6 限目 自主防災活動・地区防災計画

7 限目 住民啓発・防災教育・災害教訓の伝承

8 限目 住民啓発・防災教育ワークショップ

9 限目 行政のBCM

資料２-４-２
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学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 構造化表（大項目） 学習目標 構造化表（小項目） 研修資料

1階層 2階層 3階層 4階層

防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要

5階層

計画（項） 防災行政概要 計画（目） 防災行政概要

・自主防災活動の法的位置づけ、制度
6限目

5

・地域コミュニティの防災体制の充実に向けた環境整備
6限目
10～17

・避難行動要支援者名簿作成にかかる留意点
・避難行動要支援者の避難支援・避難誘導にかかる留意点
・マンションの自治会との運営

-

・自主防災組織の現状
6限目
4～9

国民の防災活動の環
境整備

・住民及び事業者による地区内の防災活動推進に係る対策内容、事例
7限目
10～17

・ボランティアの意義
3限目

8

・ボランティアの役割
3限目
32～36

・ボランティアのメンタリティ（視点）
3限目
9、10

・ボランティアの具体的活動内容
　（炊き出し、泥かき等）

3限目
11～31、
37～47

・阪神淡路大震災から東日本大震災までのボランティア活動の流れ
3限目
3～7

・行政との役割分担
・ボランティアの行政内での位置づけ
・ボランティアと行政との関係

-

・ボランティアセンター、社会福祉協議会の仕組み・役割
3限目

8

・地元の市民活動との連携
3限目

48

・ボランティアの課題 -

・災害ボランティア対応における社会福祉協議会と地域の諸団体、域外の
NPO等との連携

3限目
48～52

・災害ボランティア団体の全国、地域内連携、各レベルの行政との連携 -

国民の防災活動の環
境整備（再掲）

・住民及び事業者による地区内の防災活動推進に係る対策内容、事例　（再
掲）

7限目
10～17

・災害対応関連企業の責務
・国及び地方公共団体と企業等との協定締結の　現状と拡がり
・企業連携のあり方と具体事例

-

・企業防災活動のあり方と具体事例
4限目
1～5、
23、24

・企業の自助努力 -

・企業BCM
4限目
25～27

・企業の社会的責任（ＣＳＲ）
4限目
28～30

・「事業継続ガイドライン－あらゆる危機的事象を乗り越えるための戦略と対
応－」内閣府：H25年8月改訂

-

国民の防災活動の環
境整備（再掲）

・住民及び事業者による地区内の防災活動推進に係る対策内容、事例　（再
掲）

7限目
10～17

・地区防災計画の基本的な考え方、位置付け
6限目

25～27、
32、50

・地区防災計画の内容
6限目
29～31

・地区防災計画の作成方法・事例

6限目
33、35～
38、40～
46、52、

53

・地区防災計画の提案の手続きの方法
6限目
28、50

・地区防災計画の実践と検証の方法
6限目

34

・地区防災計画ガイドライン　Ｈ26年3月
6限目
25～36

・自発的な防災活動に関する計画を地区防災計画  の素案として提案
6限目

28

国民の防災活動の環
境整備（再掲）

・住民及び事業者による地区内の防災活動推進に係る対策内容、事例　（再
掲）

7限目
10～17

・大規模災害の教訓や、災害文化を伝える為の資料の収集・整理、アーカイブ
化による災害教訓伝承の取り組み事例

7限目
48

・石碑やモニュメント等を通じた災害教訓伝承の取り組み事例
7限目

50

・調査分析結果や映像を含めた資料の収集・保存・公開等による、教訓伝承
への取り組み事例

7限目
49

1
災害及び防災に
関する研究の推
進

2
災害予知・予測研
究及び観測の充
実・強化等

3
工学的、社会学
的研究の推進

4
防災対策研究の
国際的な情報発
信

5
事故災害におけ
る再発防止対策
の実施

1 警報等の伝達

2
住民等の避難誘
導体制

3
災害未然防止活
動

1
情報の収集・連絡
体制の整備

洪水ハザードマッ
プ

35 ハザードマップの活用 2 情報の分析整理

・地域の災害リス
ク、被害想定の
方法、ハザード
マップの活用手
法を説明できる。
（再掲）

・ハザードマップの地域への活用方法
・民間・研究機関との連携の重要性
・地域防災計画への反映
・想定外の事態への対応

1限目
46～47

3 通信手段の確保

4 職員の体制

関係機関との連
携・協定

30 5
防災関係機関相
互の連携体制

6
都道府県等と自
衛隊との連携体
制

・業務継続計画（BCP）、業務継続マネジメント（BCM)とは何か
9限目
3～10

・行政のBCP,BCMの政府の法令、計画での位置づけ
9限目
17～22

・行政のBCPの成果イメージ
9限目
11～15

・行政のBCPの普及状況
9限目
23～26

・行政のBCPの重要事項（小規模市町村向け6項目を中心に） -

・すぐに対応すべき行政の業務継続力向上のための対策とその進め方
・大震災の教訓を踏まえた有効なBCM

9限目
28～42

・「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説」内閣
府：平成22年4月
・「市町村のための業務継続計画作成ガイド」内閣府：平成27年5月

-

8
防災中枢機能等
の確保、充実

1 災害の拡大防止

2 二次災害防止

3 応急復旧活動

4
複合災害対策関
係

1
救助・救急活動関
係

2 医療活動関係

3 消火活動関係

6
緊急輸送活動関
係

・今後の災害時
に、交通確保・緊
急輸送路の確保
を円滑に行うため
の備えを説明で
きる。

災害教訓の伝承
の方法、事例

追
加

災害教訓の伝承27

地区防災計画

33

・行政のBCMの
意味を説明でき
る
・行政のBCP策定
のポイントを説明
できる

公的機関等の業
務継続性の確保

7

災害発生直前対
策関係

1

迅速かつ円滑な
災害応急対策、
災害復旧・復興へ
の備え

2
情報の収集・連絡
及び応急体制の
整備関係

地方公共団体の
業務継続体制の
確保

28
行政の事業継続マネ
ジメント

3

5

災害の拡大・二次
災害防止及び応
急復旧活動関係

救助・救急、医療
及び消火活動関
係

6

25
自助・共助・公助
（つづき）

・自助、共助の取
組を説明できる
・自助・共助・公
助による減災対
策の概要を説明
できる。
（つづき）

国民の防災活動
の促進
（つづき）

3

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ
（つづき）

2

78

災害予防
（つづき）

1 37
「災害予防対策」
のまとめ
（つづき）

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

災害教訓の伝承4

4

地区防災計画制
度

国民の防災活動
の環境整備

災害教訓の伝承

住民及び事業者
による地区内の
防災活動の推進

防災ボランティア
活動の環境整備

2

ボランティア・市民活
動

31

・災害教訓の伝
承の方法につい
て説明できる。

自主防災活動

3

企業防災と企業BCM

29
企業の事業継続
体制の確保

ボランティアとの
連携

3

4

1

消防団、自主防
災組織、自主防
犯組織の育成強
化

・自主防災活動
の実態と促進策
を説明できる。

・企業が災害時
に果たすべき役
割について説明
できる
・企業と行政が連
携した防災活動
について説明で
きる。

企業防災の促進

・地区防災計画
の概要と意義を
説明できる。

・災害ボランティ
アとの連携につ
いて説明できる。
・企業や市民団
体の自発的な防
災協力について
説明できる。

災害及び防災に
関する研究及び
観測等の推進
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学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 構造化表（大項目） 学習目標 構造化表（小項目） 研修資料

1階層 2階層 3階層 4階層

防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要

5階層

計画（項） 防災行政概要 計画（目） 防災行政概要

1 避難誘導

2
指定緊急避難場
所

3 指定避難所

要配慮者の避難
支援体制づくり

32 4
避難行動要支援
者名簿

5 応急仮設住宅等

6 帰宅困難者対策

7
被災者等への的
確な情報伝達活
動関係

追
加

調達

・緊急物資を民間
企業・団体から円
滑に調達するた
めの備えを説明
できる。

追
加

輸配送

・緊急物資の輸
配送を円滑に行
うための事前の
備えを説明でき
る。

9
海外等からの支
援の受入活動関
係

1
国における防災
訓練の実施

2
地方における防
災訓練の実施

3
事故災害におけ
る防災訓練の実
施

4
実践的な訓練の
実施と事後評価

1
各種データの整
備保全

2
罹災証明書の発
行体制の整備

3 復興対策の研究

気象庁が発表す
る主な防災気象
情報

39
追
加

警報等の種類

・注意報と警報、
特別警報の意義
付けと意味につ
いて説明できる。

河川の防災情報
発令

40
追
加

警報等の入手・伝
達方法と手段

・警報等の入手・
伝達の方法と手
段について説明
できる。

避難勧告等の判
断・伝達マニュア
ル作成ガイドライ
ン

43
追
加

避難勧告等の判
断

避難にあたって
考慮すべき３種
類の情報

41
追
加

避難勧告等の情
報伝達

・避難勧告等を住
民に伝達し、周知
するための伝達
方法について説
明できる。

避難行動　（安全
確保行動）　の考
え方

42
追
加

警報と避難の実
務

・土砂災害におけ
る警報と避難の
実務について説
明できる。
・風水害における
警報と避難の実
務について説明
できる。

3
関係省庁災害警
戒会議の開催

4
災害未然防止活
動

追
加

応急対策に係る
法律

追
加

災害救助法

・災害時における
被災者支援の一
つである災害救
助法の概要を説
明できる。
・法律の主旨を説
明できる。

災害救助法の概
要

64
追
加

災害救助法の運
用

・対象範囲を説明
できる。
・適用条件を説明
できる。
・災害救助の種
類と手続きの概
要を説明できる。

1
被害規模の早期
把握のための活
動

2
事故情報等の連
絡

3
災害発生直後の
被害の第一次情
報等の収集・連絡

4
一般被害情報等
の収集・連絡

5
応急対策活動情
報の連絡

2 通信手段の確保

3
地方公共団体の
活動体制

都道府県の災害
対応組織体制
（例）

50

4
事故災害におけ
る事業者の活動
体制

災害時における
職員の派遣・応
援

52
追
加

自治体間の広域
応援

・自治体間の応
援受援を円滑に
行うための留意
点を説明できる。

広域的支援部隊
による応援

53
追
加

国・行政機関によ
る広域的応援

・行政機関の間で
行われる広域的
な応援受援の仕
組みを説明でき
る。
・大規模広域災
害時の国による
広域的な応援体
制を説明できる。

1
内閣官房、指定
行政機関、公共
機関の活動体制

2
関係省庁災害対
策会議の開催等

3
緊急参集チーム
の参集及び関係
閣僚協議の実施

4
非常災害対策本
部の設置と活動
体制

5
緊急災害対策本
部の設置と活動
体制

6

災害緊急事態の
布告及び緊急災
害対策本部の設
置等

7

非常本部等の調
査団等の派遣、
現地対策本部の
設置

8
自衛隊の災害派
遣

・自衛隊の災害
派遣における任
務の概要を説明
できる。
・自衛隊の災害
派遣における被
災者支援活動の
実態を説明でき
る。
・災害対応に関す
る自衛隊と多機
関との連携の取
組の例を挙げら
れる。

広域的支援部隊
による応援

53
再掲

1
災害の拡大防止
と二次災害の防
止活動

二次災害の防止 60

1
施設・設備の応急
復旧活動

2
ライフライン施設
に関する非常本
部等の関与

3
住宅の応急復旧
活動

3
複合災害発生時
の体制

11

・災害対応や防
災に関する訓練
や演習の位置づ
けを説明できる。

防災関係機関等
の防災訓練の実
施

迅速かつ円滑な
災害応急対策、
災害復旧・復興へ
の備え
（つづき）

6

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

2

78

3

「災害予防対策」
のまとめ
（つづき）

44
「直前対策」 のま
とめ

災害応急
対策

2

災害発生時にお
ける政府の初動
対応

災害復旧・復興へ
の備え

・復旧復興のため
に事前に取り組
むことについて説
明できる。

警報等の伝達

2

「災害応急対策」
のまとめ

70

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ
（つづき）

47

政府対策本部等
の設置

48、49

2
施設・設備等の応
急復旧活動

2
発災直後の情報
の収集・連絡及び
活動体制の確立

51

5
広域的な応援体
制

・広域応援の実
施の流れについ
て説明できる。

1
災害情報の収集・
連絡 災害情報の収

集・連絡

6
国における活動
体制

住民等の避難誘
導

・避難準備情報
や避難勧告等の
判断に必要な考
え方を説明でき
る。
・住民等の避難
行動の考え方に
ついて説明できる

1
災害発生直前の
対策

・警報等の伝達
及び避難勧告等
の判断・伝達の
流れについて説
明できる。
・警報等の伝達
及び避難勧告等
の判断・伝達の
流れについて説
明できる。
・警報等の伝達
及び避難誘導の
目的、実施主体
と役割について
説明できる。

1

防災訓練の実施
／計画の継続的
な改善

36

・災害対応や防
災に関する訓練
や演習の企画の
考え方を説明で
きる。
・災害対応や防
災に関する訓練
や演習の手法を
説明できる。
・実際に行われて
いる防災訓練の
概要や事例を説
明できる。

・避難場所・避難
所の種類と内容
について説明で
きる。
・避難場所・避難
所の認定の方法
について説明で
きる。

8
物資の調達、供
給活動関係

10

7
避難の受入れ及
び情報提供活動
関係

避難所運営体制
整備

34

1
災害予防
（つづき）

37

災害の拡大・二次
災害・複合災害の
防止及び応急復
旧活動
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学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 構造化表（大項目） 学習目標 構造化表（小項目） 研修資料

1階層 2階層 3階層 4階層

防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要

5階層

計画（項） 防災行政概要 計画（目） 防災行政概要

1
住民及び自主防
災組織の役割

2
被災地方公共団
体による救助・救
急活動

3

被災地域外の地
方公共団体及び
国の各機関によ
る救助・救急活動

広域的支援部隊
による応援

53
再掲

4
事故災害におけ
る事業者による救
助・救急活動

5
資機材等の調達
等

6
部隊間の活動調
整

7 部隊の活動支援

災害拠点病院 59 1
被災地域内の医
療機関による医
療活動

・救護所における
被災者支援を説
明できる。
・避難所における
被災者支援（医
療救護）を説明で
きる。

ＤＭＡＴ（災害派
遣医療チーム）

57 2

被災地域外から
の災害派遣医療
チーム（ＤＭＡＴ）
等の派遣

・DMATによる被
災者支援を説明
できる。

広域災害緊急医
療情報システム
（ＥＭＩＳ）

56 3
被災地域外での
医療活動

広域医療搬送 58 4
広域後方医療施
設への傷病者の
搬送

5
被災者の心のケ
ア対策

・こころのケアを
説明できる。

1
地方公共団体等
による消火活動

2
被災地域外の地
方公共団体によ
る応援

広域的支援部隊
による応援

53
再掲

4 惨事ストレス対策

1
輸送に当たっての
配慮事項

2 輸送対象の想定

1
非常本部等によ
る調整等

2 道路交通規制等

3 道路啓開等

道路交通の確保
のための災害対
策基本法の改正
（H26.11.21 公布
施行）

61

4
航路等の障害物
除去等

5
港湾及び漁港の
応急復旧等

6
海上交通の整理
等

7
空港等の応急復
旧等

8
航空機の運用調
整等

9 鉄道交通の確保

10
広域物資輸送拠
点の確保

追
加

緊急輸送路の確
保

・災害発生時の
緊急輸送路の確
保の実態につい
て説明できる。

追
加

緊急通行車両等
の申請

・緊急通行車両
等の申請手続に
ついて説明でき
る。

4
緊急輸送のため
の燃料の確保

1 避難誘導の実施

2
指定緊急避難場
所

1
指定避難所の開
設

・福祉避難所／
避難スペースを
説明できる

2
避難所の運営管
理等

・衣食住に係る支
援を説明できる
・医職趣に係る支
援を説明できる
・避難後の孤立
解消の実際を説
明できる。

追
加

医療・福祉・教育
施設における避
難

・医療・福祉・教
育施設における
避難を説明でき
る

追
加

・医療・福祉・教育
施設

・旅館・ホテルに
おける避難を説
明できる

追
加

在宅避難に必要
な支援

・在宅避難に必
要な支援を説明
できる

追
加

在宅避難に必要
な支援

・医療・保健・福
祉資源による支
援を説明できる

住まいの視点か
らみた災害救助
法の救助

65 1
被災都道府県に
よる応急仮設住
宅の提供

2
応急仮設住宅に
必要な資機材の
調達

3
応急仮設住宅の
運営管理

・入居受付から仮
設住宅解消まで
を説明できる
・血縁、社会縁に
おける仮住まい
を説明できる

5 広域一時滞在
・広域避難の実
際を説明できる

6
要配慮者への配
慮

・障がい者の避
難実態を説明で
きる

7 帰宅困難者対策
・帰宅困難者対
策を説明できる

大規模地震の発
生に伴う帰宅困
難者対策のガイ
ドライン （平成27
年３月）

54

追
加

被災者支援

・被災者支援の
業務の流れを説
明できる
・被災者支援にお
いて果たすべき
機能を説明でき
る
・被災者支援の
担い手について
説明できる
・被災者支援の
場について説明
できる

追
加

多様な主体による
被災者支援

・自衛隊による被
災者支援を説明
できる
・警察による被災
者支援を説明で
きる
・消防団、民生・
児童委員による
被災者支援を説
明できる
・ボランティアによ
る被災者支援を
説明できる
・災害時要援護
者支援を説明で
きる

1
被災者への情報
伝達活動

2
国民への的確な
情報の伝達

3
住民等からの問
合せに対する対
応

4
海外への情報発
信

70
「災害応急対策」
のまとめ
（つづき）

災害応急
対策
（つづき）

2
2

78

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ
（つづき）

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

広域的支援部隊
による応援

53
再掲

・情報提供に係る
支援を説明でき
る

災害広報 698
被災者等への的
確な情報伝達活
動

4 応急仮設住宅等

3 消火活動

追
加

避難所以外の避
難生活

・避難所／避難
場所にそなえる
べき機能を説明
できる。3 指定避難所

・用地確保から仮
設住宅確保まで
を説明できる
・住居確保、入
居、解消までを説
明できる
・施設における緊
急的な入所を説
明できる

応急仮設住宅の
提供

66

避難所設置運営 63

・交通確保と物資
物流の概要を説
明できる。

4
救助・救急、医療
及び消火活動

・災害発生時の
道路、海上、鉄道
などの交通確保
の実態について
説明できる。
・交通確保のため
の国と被災地方
公共団体の役割
について説明で
きる。

3 緊急輸送

1
交通の確保・緊急
輸送活動の基本
方針

2 交通の確保
・交通確保対策
の概要について
説明できる。

2 医療活動
・被災者における
医療支援の必要
性を説明できる。

1 救助・救急活動

避難の受入れ及
び情報提供活動

6

5
緊急輸送のため
の交通の確保・緊
急輸送活動
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学習目標 学習目標 学習目標 学習目標 構造化表（大項目） 学習目標 構造化表（小項目） 研修資料

1階層 2階層 3階層 4階層

防災行政概要 計画（章） 防災行政概要 計画（節） 防災行政概要

5階層

計画（項） 防災行政概要 計画（目） 防災行政概要

1
非常本部等によ
る調整等

2
地方公共団体に
よる物資の調達、
供給

3
国による物資の
調達、供給

4
運送事業者であ
る公共機関の活
動

1 保健衛生

2 防疫活動

3 遺体対策
・遺体処理の実
際を説明できる

1 社会秩序の維持

2
物価の安定、物
資の安定供給

10
応急の教育に関
する活動

1
ボランティアの受
入れ

1
義援物資の受入
れ

2 義援金の受入れ

3
海外等からの支
援の受入れ

追
加

生活再建支援法
・法律の主旨を説
明できる

追
加

生活再建支援法
の運用

・対象範囲を説明
できる
・適用条件を説明
できる
・生活再建支援
の種類と手続き
の概要を説明で
きる

追
加

激甚災害制度 激甚災害制度 73

1
地域の復旧・復興
の基本方向の決
定

追
加

被災施設・設備の
復旧

・被災施設・設備
や社会基盤の復
興の概要につい
て説明できる。

追
加

・社会資本の災害
復旧

・社会資本の災
害復旧の概要を
説明できる。

2
災害廃棄物の処
理

・災害発生後の
災害廃棄物処理
の意義を説明で
きる。
・災害発生後の
災害廃棄物処理
業務の概要を説
明できる。

災害等廃棄物処
理

72
追
加

災害廃棄物の処
理の実務

・被災者に配慮し
た瓦礫への対応
について学ぶ。

1 復興計画の作成

・復興基本計画
の策定プロセスと
その意義を説明
できる。

追
加

復興計画の策定

・過去の災害にお
ける復興計画の
策定とまちづくり
の事例を説明で
きる。

2 防災まちづくり

・復興まちづくり
計画策定とその
進め方を説明で
きる。

追
加

防災のまちづくり
の進め方

・過去の災害にお
ける復興計画の
策定とまちづくり
の事例を説明で
きる。（再掲）
・過去の災害にお
ける復興期の課
題を体系的に説
明できる。
・復旧復興のモニ
タリングの重要性
について説明で
きる。

追
加

被災者台帳
被災者台帳の整
備について

67

追
加

罹災証明書 罹災証明書 74

追
加

生活再建等の支
援

・被災者個人の
住まい再建と災
害復興公営住宅
など住宅再建計
画の概要につい
て説明できる。
・被災者個人の
生活再建とその
支援の概要につ
いて説明できる。
・ライフサポートア
ドバイザーやコ
ミュニティ支援の
意義について説
明できる。

生活再建等の支
援

75
追
加

生活再建等の支
援の実務

・生活再建の実
際を説明できる

1
被災中小企業の
復興支援

・災害発生後にお
ける地域産業と
経済の動向と課
題を説明できる。
・災害発生後にお
ける地域産業の
復興支援及び被
災者の雇用支援
の概要を説明で
きる。

追
加

過去の経済復興
支援事例

・過去の災害にお
ける経済復興支
援の事例を説明
できる。

2
その他経済復興
支援

・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
・防災・危機管
理の基本的な
考え方を説明
できる。
（つづき）

時間経過に応じ
た災害対応

全体のまとめ
（つづき）

2

78

災害応急
対策
（つづき）

2
「災害応急対策」
のまとめ
（つづき）

70

1

76

4
被災者等の生活
再建等の支援

・生活再建支援
の全体像につい
て説明できる

3
計画的復興の進
め方

復興まちづくり

11
自発的支援の受
入れ

国民等からの義
援物資、義援金
の受入れ

3
復旧・復
興

・復旧・復興対策
の概要を説明で
きる。
・復旧・復興期の
プロセスを説明で
きる。
・復旧・復興期に
おける地方自治
体の役割を説明
できる。

「復旧復興」 のま
とめ

77

追
加

5
被災中小企業の
復興その他経済
復興の支援

2

被災施設の復旧
等

復旧復興に係る
法律

2
迅速な原状復旧
の進め方

・生活や地域機
能を応急復旧す
るための施策の
概要を説明でき
る。

7
物資の調達、供
給活動

・交通確保と物資
物流の概要を説
明できる。　【再
掲】

物資の調達、供
給活動

68
追
加

物資の調達、供
給（輸配送）

8
保健衛生、防疫、
遺体対策に関す
る活動

9
社会秩序の維
持、物価の安定
等に関する活動

・義捐物資や義
捐金の受け入れ
の留意点を説明
できる。

・緊急物資の民
間企業・団体から
の調達の実態に
ついて説明でき
る。
・緊急物資を民間
企業・団体から円
滑に調達するた
めの留意点を説
明できる。
・緊急物資の輸
配送の実態につ
いて説明できる。
・緊急物資の輸
配送を民間企業・
団体と連携して
行う際の留意点
を説明できる。
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